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工業用水道施設の維持・更新計画等のあり方詳細検討業務委託仕様書 

 

１ 業務の目的  

本県工業用水道事業は、昭和 39 年の運用開始から 60 年以上が経過し、施設の老朽化へ

の対応が課題となる中、令和２、３年度には、国のアセットマネジメント指針に基づき、

アセットマネジメント計画策定業務を実施した。その後、令和５年度には、アセットマネ

ジメント計画策定業務の成果に基づき、令和 17 年度までの送・配水管路（旧管）更新の

基本設計を実施したものの、昨今の物価高騰や工事施工の環境変化等の更なる課題が判明

し、今後の投資計画及び収支見通し並びに給水料金改定等の見直しが必要となった。 

このため、建設改良費や維持管理費の増加、財源（資金）の減少、将来の水需給の見通

し、人材不足等といった背景や課題を克服し、安定的な工業用水の供給を今後も実現する

ため、令和６年度に工業用水道施設の維持・更新計画等のあり方検討業務を実施したこと

から、その成果に基づき詳細検討を実施するものである。 

 

２ 業務の名称  

工業用水道施設の維持・更新計画等のあり方詳細検討業務 

 

３ 委託期間  

契約締結の日から令和８年３月 25 日（水）まで  

 

４ 業務委託の内容 

 ⑴ 計画準備 

  業務概要、実施方針、業務工程、業務組織計画、打合せ計画、成果品項目、使用する主

な図書及び基準、連絡体制等の事項をとりまとめ業務計画書を作成するものとする。 

 ⑵ 現状等の整理 

検討の基礎資料とするため、発注者より与えられる過年度に実施した検討報告書や本県

工業用水道事業に関する会計及び財務資料等の収集・整理を行う。なお、提供を予定して

いる資料は以下のとおりであるが、このほかに検討に必要な資料があれば、提案に際して

申し出ること。ただし、資料の種類によっては提供できないものがある。 

【提供予定資料】 

・令和２年度工業用水道施設アセットマネジメント計画策定業務（基礎調査）成果品 

・令和３年度工業用水道施設アセットマネジメント計画策定業務成果品 

・令和５年度工業用水道施設送配水管路（旧管）更新基本設計業務成果品 

・維持・更新計画（令和４年９月策定） 

・令和２年度工事計画（アセットマネジメント計画策定前） 

・令和４年度工事計画（アセットマネジメント計画策定後） 

・令和６年度工業用水道施設の維持・更新計画等のあり方検討業務成果品 

・経営比較分析表 
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・決算書 

・予算書 

・固定資産台帳 

・その他関係する資料 

 ⑶ 前提条件の整理 

下記⑷～⑺の業務遂行及び調査検討、成果のとりまとめにあたって必要となる前提条件

の整理を行う。なお、「令和６年度工業用水道施設の維持・更新計画等のあり方検討業務」

（以下「令和６年度業務」という。）における調査・検討の結果、今後の方向性は以下に

示す結果となった。 
 

表 令和６年度業務における今後の方向性 
 

事業手法 概要 優先度※ 

当該市との 

連携事業 

事業譲渡 施設規模は現状を維持し、当該市へ事業譲渡 

◎ 
PPP/PFI 

施設規模は現状を維持し、当該市の上水道事業及び下

水道事業と一体的に PPP/PFI 事業を実施 

県単独 

事業 

直営 
ダウンサイジング 

(125,000→62,500m3/日) 
旧管の積極的な撤去及び更新は行わず、新管の給水能

力 62,500m3/日を維持し、更新投資を削減 
○ 

民間活力 

活用 

コンセッション 施設規模は現状を維持し、コンセッション方式を導入 

▲ BTO 施設規模は現状を維持し、BTO 方式を導入 

DBO 施設規模は現状を維持し、DBO 方式を導入 

※ 優先度は、高い方から◎→○→▲の順である。 
 

⑷ 当該市との連携可能性検討 

  当該市の上水道及び下水道事業の長期的な経営戦略や工業団地造成計画、産業振興への

効果等を踏まえ、当該市との連携可否や連携し得る場合の具体的な連携方策の調査・検討

を行う。なお、調査・検討にあたっては、令和７年度中の連携可否の判断ができるよう具

体的な進め方について提示すること。 

⑸ ダウンサイジングの検討 

令和６年度業務において、現在の給水能力である 125,000m3/日に加え、複数のダウンサ

イジングを比較検討した結果、最も効果的とされた「常時使用水量（契約水量から未達水

量を減じた水量）の供給を満足する新管のみかつ旧管を積極的に撤去しないケース（給水

能力 62,500m3/日）」について、以下の調査・検討を行う。 

① アセットマネジメント計画（維持・更新計画）の見直し 

② 投資・財政計画の見通し 

③ 料金体系の見直し 

④ 給水料金改定の見通し 

⑤ ダウンサイジングにあたってのメリット、デメリット 

⑥ ダウンサイジングにあたっての課題及び留意事項の整理 

比較検討に当たっては、比較検討ケース及び比較事項を明確にした上で、優位性、メリ

ット・デメリット等をとりまとめる。 

その上で、検討結果に基づく課題及び留意事項を整理すること。 
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⑹ 情報収集・整理 

上記⑷及び⑸の検討に有用な情報を収集・整理する。 

情報収集に際しては、情報入手先、活用目的、収集方法、整理方法を明らかにしておく

こと。 

⑺ 次年度以降の実施事項案のとりまとめ 

上記⑷～⑹の検討結果をとりまとめ、次年度以降の実施事項案のとりまとめを行う。 

 

５ 業務フロー 

  前項の業務委託の内容に係る業務フローは、以下の図のとおり。なお、本図は実施手順

のイメージを示したものであり、新たな提案を妨げるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 業務フロー（実施手順イメージ） 

 

６ 中間報告 

  令和７年 12 月中旬までに、４項⑷～⑸の検討結果をとりまとめ、同項⑺の次年度以降

の実施事項案のとりまとめに係る中間報告を行うこと。 

 

７ 成果品 

⑴ 提出書類 

業務委託契約書の定めに従い、以下の成果品及び業務の成果に関する報告書を提出する

こと。 

・業務完了報告書（概略版含む） ２部 

・上記の電子データ       ２部（正・副） 
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⑵ 納入場所 

宮崎県宮崎市旭１丁目２番２号 

宮崎県企業局 総務課経営企画室 経営担当 

 

８ 留意事項  

⑴ 発注者は、本業務における調査職員を定め、受注者に通知するものとする。 

⑵ 調査職員からの指示・協議については、原則として書面により行う。ただし、緊急を要

する場合、又は、内容が軽易な場合には、口頭による指示・協議等を行うことができるこ

ととし、後日、書面を提出する。 

⑶ 個人情報の保護については十分に注意し、流出・損失を生じないこと。 

⑷ 事業の実施上知り得た情報については、秘密を保持するとともに、契約目的以外に使用

しないこと。 

⑸ 制作物が他者の所有権や著作権を侵すものでないこと。 

⑹ 本委託で調査・検討した報告書の内容（電子ファイルを含む）の所有権や著作権は、原

則としてすべて宮崎県企業局に帰属すること。ただし、受託者が従来から権利を有してい

た受託者固有の知識、技術等に関する権利については、受託者に留保するものとし、この

場合、宮崎県企業局は、当該権利を非独占的に使用できることとすること。 

⑺ ChatGPT 等の生成系 AI を用いた提案の作成は、情報漏洩の危険性及び著作権保護の観

点から禁止する。  

 

９ その他  

この仕様書に定めのない事項及び仕様書に関して嫌疑が生じたときは、その都度協議す

るものとする。 
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別表 

表１ 概要 

水源 ２級河川 耳川 表流水 

許認可等 
水利権 昭和 36 年５月 29 日 

事業届 昭和 37 年２月 22 日 

工 期 

事業費 

（千円） 

建設工事 
昭和 37 年 10 月～昭和 39 年９月 

1,290,822（うち起債 1,290,000） 

改築工事 
平成８年４月～平成 13 年３月 

2,611,910（うち国庫補助金 663,400） 

給水開始 昭和 39 年 10 月 20 日 

取水口取水能力 267,500m3/日 

取水口の位置 日向市東郷町山陰 

給水能力 125,000m3/日 

給水区域 細島工業団地（日向市） 

給水方式 自然流下 

供給先事業者数 16 社（令和７年４月現在） 

契約水量 98,180m3/日 
 

表２ 給水料金 

基本料金 10.4 円/m3（税抜） ※H13.４.１改定 

特定料金 10.4 円/m3（税抜） ※H13.４.１改定 

超過料金 20.8 円/m3（税抜） ※H13.４.１改定 
 

表３ 水質等の基準 

水温／濁度／水素イオン濃度 常温 ／ 20 度以下 ／ pH 6.0 ～ 8.0 

配水管末における最低水圧 0.05 メガパスカル 
 

表４ 設備の諸元 

項目 単位 数量 備考 

取水隧道長 ｍ 176 L=175.82m W=1.70m H=1.70m 

沈砂池容量 m3 1,150 L=41.65m W=5.85m H=4.72m 

沈殿池処理能力 m3/時 5,600 高速凝集沈殿池（４池）A=21.5×21.5m H=4.3m/池 

調整池容量 m3 850 L=18.00m W=13.50m H=3.5m 

調圧井容量 m3 190  

 送水管総延長 ｍ 9,333 隧道長＋管路長（旧管） 

 隧道長 ｍ 4,918 W=1.70m H=1.70m 

 管路長 
旧管 ｍ 4,415 φ=1,200mm（石綿管） 

新管 ｍ 4,322 φ=900mm（ダクタイル鋳鉄管）※旧管に併設 

配水池容量 
１・２号池 m3 5,109 V=19.50m×26.20m×5.00m×2 池 

３号池 m3 19,129 V=89.70m×48.50m×5.00m 

配水管総延長 
旧管 ｍ 2,705 φ=1,000～1,500mm（石綿管） 

新管 ｍ 2,667 φ=400～800mm（ダクタイル鋳鉄管）※旧管に併設 

導水ポンプ kW 
125×2 台 

240×1 台 

 

 

送水ポンプ kW 
90×2 台 

170×1 台 
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別図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ）内は、改築を実施した部分の延長 

図１ 施設平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 施設概念図 
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図３ 送・配水管路平面図 

 

ｍ 隧道長＋管路長（旧管）

ｍ Ｗ＝1.70ｍ　Ｈ＝1.70ｍ

旧 管 ｍ Φ＝1,200mm（石綿管）

新管 ( 改築 ) ｍ Φ＝900mm（ダクタイル鋳鉄管）※旧管に併設

１ ・ ２ 号 池 ｍ3 Ｖ＝19.50ｍ×26.20ｍ×5.00ｍ×2池

３ 号 池 ｍ3 Ｖ＝89.70ｍ×48.50ｍ×5.00ｍ

旧 管 ｍ Φ＝1,000～1,500mm（石綿管）

新管 ( 改築 ) ｍ Φ＝400～800mm（ダクタイル鋳鉄管）※旧管に併設
配水管総延長

5,109
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2,667

送 水 管 総 延 長 9,333

4,918
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管 路 長

隧 道 長

配水池容量


